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議案の概要と審議結果 （賛成・・・○、反対・・・×） 
○平成２２年第３回定例会 (９月１６日～１０月１４日） 
       議 案 名 概   要 公明 自民 共産 民主 新無ク社会 花マル議決結果

平成22年度新宿区一般会計補正予算（第4号） 
補正予算額：7,280万3千円、補正後予算額：1,415億2,176万7千円 

補正の理由：新型インフルエンザに対応した予防接種費用の公費負担に要する経費等を計上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

平成22年度新宿区一般会計補正予算（第5号） 

補正予算額：16億7,084万9千円、補正後予算額：1,431億9,261万6千円 

補正の理由：（仮称）中村彝（つね）アトリエ記念館の整備に要する経費、（仮称）ＮＰＯふれあいひろばの整備に要する経費、（仮称）高田

馬場４丁目保育所・学童クラブの整備に要する経費、地域ポータルサイト等各種情報のデータベース化業務等に要する経費、淀橋第四小

学校舎屋上の芝生化に要する経費、道路調査資料の電子化に要する経費、（仮称）柏木・北一子ども園、（仮称）落五・中井子ども園設置

準備に要する経費、国・都支出金の収入超過に伴う返納金、選挙管理委員会委員等報酬の改定に伴う減額等を計上 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

平成22年度新宿区介護保険特別会計補正予算（第2号） 
補正予算額：3億7,405万4千円、補正後予算額：190億2,443万4千円 

補正の理由：介護給付費準備基金積立金、国庫支出金・支払基金交付金・都支出金の収入超過に伴う返納金等を計上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

平成22年度新宿区後期高齢者医療特別会計補正予算（第2号） 
補正予算額：350万5千円、補正後予算額：57億8,738万1千円 

補正の理由：21年度保険料負担額確定に伴う広域連合への保険料等納付金等を計上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 
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平成22年度新宿区老人保健特別会計補正予算（第1号） 

補正予算額：1,473万8千円、補正後予算額：3,333万6千円 

補正の理由：老人医療給付費（支払基金、国･都負担金）の収入超過に伴う返納金、21年度老人医療費区負担額確定に伴う一般会計へ

の繰出金等を計上 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

平成２１年度新宿区一般会計歳入歳出決算 
歳入： 1,315億 9,585万 7,254円 

歳出： 1,272億 7,333万 6,842円 差引額：432億 2,522万 412円 ○ ○ × ○ ○ × ○ 認定 

平成２１年度新宿区国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
歳入： 307億 7,539万 8,297円 

歳出： 306億 8,213万 9,593円 差引額：  9,325万 8,704円 ○ ○ × ○ ○ × ○ 認定 

平成２１年度新宿区介護保険特別会計歳入歳出決算 
歳入： 177億 1,764万 8,945円 

歳出： 173億 4,761万 5,678円 差引額： 3億 7,003万 3,267円 ○ ○ × ○ ○ × ○ 認定 

平成２１年度新宿区後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 
歳入： 52億 2,310万 2,519円 

歳出： 52億 1,295万 4,323円 差引額：  1,014万 8,196円 ○ ○ × ○ ○ × ○ 認定 
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平成２１年度新宿区老人保健特別会計歳入歳出決算 
歳入： 1億 681万 5,392円 

歳出：  7,677万 7,157円 差引額：  3,003万 8,235円 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定 

災害に際し応急措置の業務等に従事した者の損害補償に関する条例の一部

を改正する条例  
「児童扶養手当法」の改正に伴い、引用条項を改めるほか、規定を整備する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

新宿区自治基本条例  
自治の基本理念を明らかにするとともに、区政運営の原則並びに区民、区議会及び区長の責務等を定め、新宿区のさらなる自治の実現

を図るため、条例を制定する。 
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新宿区選挙管理委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例  

１ 選挙管理委員会の委員の報酬を日額制とし、それに伴い教育委員会の委員の報酬とは別に条例を制定する。 

  報酬額…委員長：日額35,000円、その他の委員：日額30,000円 

２ 「新宿区行政委員会の委員の報酬及び費用弁償に関する条例」の一部改正…題名を「新宿区教育委員会の委員の報酬及び費用弁

償に関する条例」に改めるとともに、選挙管理委員会の委員に係る部分を削除するほか、規定を整備する。 

３ 「新宿区監査委員の給料等に関する条例」の一部改正…引用条例名を改めるほか、規定を整備する。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

新宿区立新宿文化センター条例の一部を改正する条例  
新たに「特別控室」及び「第５会議室」を設置するとともに、利用料金（１日あたりの金額）の上限額を定める。 

（特別控室：4,400円、第５会議室：平日9,700円・土日休11,800円） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 
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新宿区立子育て支援施設の設置及び管理に関する条例  

１ 新たに「子ども総合センター」を設置することに合わせ、「児童館」及び「子ども家庭支援センター」との有機的な連携を図ることにより、総

合的な子育て支援施策を推進していくため、これらの施設全体を「子育て支援施設」として新たに位置づけ、設置及び管理に関する条

例を制定する。 

【子ども総合センター（新宿７-３-２９）】 開館時間…８:３０～１９：００（土・日曜日、休日は１８：００まで） 

 休館日…１２月２９日～翌年１月３日 

２ 「新宿区立児童館条例」、「新宿区立子ども家庭支援センター条例」、「新宿区立子ども発達センター条例」を廃止する。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

会派略称  公明＝新宿区議会公明党  自民＝自由民主党新宿区議会議員団 

  共産＝日本共産党新宿区議会議員団 民主＝民主党新宿区議会議員団 

  新無ク＝新宿区議会無所属クラブ 社会＝社会新宿区議会議員団 

花マル＝新宿区議会花マルクラブ

２面 
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       議 案 名 概   要 公明 自民 共産 民主 新無ク社会 花マル議決結果

新宿区学童クラブ条例の一部を改正する条例  

１ 新たに３つの学童クラブを実施し、合わせて延長利用をすることができることとする。 

（１）東戸山小学校内学童クラブ（戸山２-３４-２） 

（２）大久保小学校内学童クラブ（大久保１-１-２１） 

（３）子ども総合センター内学童クラブ（新宿７-３-２９） 

２ 「東五軒町学童クラブ（江戸川小学校内）」、「戸山学童クラブ」、「大久保学童クラブ」を廃止するほか、規定を整備する。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

 

新宿区立公衆便所設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 「大京町公衆便所」及び「西大久保公衆便所」を廃止する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

人事の同意（１件） 新宿区教育委員会委員任命の同意について 白井裕子氏 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意 

 

諮 問（３件） 人権擁護委員候補者の推薦に関する意見の聴取について 野尻信江氏、山口幸子氏、吉村誠氏 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 決定 

条例 

 制定 
新宿区居住環境改善資金助成条例 

区民の居住環境を改善し、安全で快適な住環境の整備を図るとともに、区内建設事業者の受注の機会を拡大し、地域経済の振興を図る

ため、条例を制定する。 × × ○ × × ○ 棄権 否決 

家電エコポイント制度の再延長並びに住宅エコポイントの延長を求める意見書

本年度末までに終了する「家電エコポイント制度」・「住宅エコポイント制度」は、地球温暖化対策を進め、環境負荷の少ない低炭素社会

の転換を図りながら、景気刺激策として経済の活性化にも大きな効果を発揮している。本年度後半には景気対策の効果が薄れてくると想

定されているが、現状では、景気はいまだ自律回復の軌道に乗っているとはいえない。今後も経済の押し上げ効果がある「家電エコポイン

ト制度」の再延長と「住宅エコポイント制度」の延長を行うよう国会及び政府に強く求めました。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

子宮頸がんの予防措置実施の推進を求める意見書 

ＨＰＶ（ヒトパピローマウィルス）感染が主な原因である子宮頸がんは、近年、若年化傾向にあり、死亡率も高くなっている。昨年、子宮頸

がん予防ワクチンが承認・発売開始となったが、居住地により接種機会に格差が生じることがないよう国の取り組みが望まれる。子宮頸がん

予防ワクチン接種・予防検診の実施及び予防に関する正しい知識の普及・相談体制の整備を行うよう国会及び政府に強く求めました。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

社会保険中央総合病院・東京厚生年金病院を公的病院として存続させるため

の法律制定を求める意見書 

社会保険病院や厚生年金病院を公的に存続させる受け皿となる機構を立ち上げるための法案が廃案となり、「独立行政法人年金・健康

保険福祉施設整理機構（RFO）」を２年間延長する法案が可決された。新宿区には、社会保険中央病院と東京厚生年金病院があり、多く

の区民が利用している。社会保険中央総合病院・東京厚生年金病院を公的病院として存続させるための法律制定を国会及び政府に強く

求めました。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 

特別区都市計画交付金に関する意見書 

「都市計画税」は、本来基礎自治体の財源だが、特別区においては都税とされ、特別区が行う都市計画事業の財源を確保する観点から

「特別区都市計画交付金」が設けられている。平成２２年度は、「都市計画税」に対する「都市計画交付金」の比率が低下している。「特別

区都市計画交付金」は、「都市計画税」を原資として、都区双方の都市計画事業の実績に見合った配分となるよう増額を図ることを都に強

く求めました。 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 
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固定資産税及び都市計画税の軽減措置の継続を求める意見書 
小規模事業者を取り巻く環境は、長期的な景気の低迷に続き、世界規模の経済状況の悪化により、危機的、かつ深刻な状況である。固

定資産税及び都市計画税に係る軽減措置について平成23年度以降も継続することを都に強く求めました。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 
 
 


